
（様式１） 

福島県 双葉町 

（基本方針） 

● 令和 4 年 8 月に避難指示解除に合わせて特定復興再生拠点区域内の道路や水道、下

水道等のインフラ施設は復旧、応急復旧を終えたことから、今後は国や県と連携し海岸

堤防や河川対策を進める。

● 令和４年度に策定された双葉町復興まちづくり計画（第三次）に基づき、公共施設や商

業施設、災害公営住宅等の生活環境整備に努め、整備する。

● 双葉町駅西住宅を中心に住民の帰還・移住を進め、町に賑わいを生み出す。

（復旧の概況） 

● 特定復興再生拠点区域の上下水道や道路などインフラ復旧が整ったことにより、町の

一部で避難指示が解除され、住民の帰還・居住が始まる。

● 双葉駅西側に整備を進める町営住宅の一部が完成したことから、入居が始まる。

入居者と近隣住民との交流が生まれ、小さいながらも賑わいを取り戻しつつある。

● 双葉駅を中心に町役場や診療所、町営住宅などの住民の生活環境に関わる公共インフ

ラを整備。次年度は住宅環境、商業施設等の整備を進める予定である。

事業計画 







様式２「工程表」

４月 ７月 １０月 １月 ４月 ７月 １０月 １月 ４月 ７月 １０月 １月
事業

整備
主体

被災/稼働状況
R４年度の目標
（R4.9.16公表）

R４年度に実施
したこと(成果）

R５年度に実施
すること（目標）

R５年度 R６年度 R７年度
R８年度以降 備考・ポイント等

：工程が見込めるもの ：工程が現時点で見込みにくいもの

医療福祉施設

双葉児童館 双葉町
現時点で復旧の有無を検
討中

跡地利用、後継施設の検討
環境省による解体除染工事に
着手

跡地利用、後継施設の検討

文教施設

3施設（双葉南小学校、双葉
北小学校、双葉中学校）

双葉町 稼働なし
方針が固まった施設について
は、順次改修等に向けたスケ
ジュールの作成に取り組む

委員会提示の方向性を踏まえ
庁内会議の場で方針を固め
た。

各施設に係る解体申請の手続
き等を進める。

双葉高等学校 県
現在稼働なし
被災状況【通路ジョイント部分破
損、地面及び壁の亀裂等】

避難指示解除を待ったうえで、住民
帰還、小中学校の再開状況の様子を
見ていく。

（避難指示解除（令和4年8月30
日））住民帰還や小・中学校の
再開に向けた状況を踏まえた
今後のあり方の検討

住民帰還や小・中学校の再開
に向けた状況を踏まえながら、
今後のあり方の検討

除染

先行除染 国
幼稚園、病院施設等の除染
実施済み

面的除染等 国
平成28年3月
面的除染完了

フォローアップ除染 国
必要に応じて、除染のフォローアッ
プを実施

必要に応じて、除染のフォローアップ
を実施する。

除染のフォローアップの実施無し。
必要に応じて、除染のフォローアップ
を実施する。

仮置場 国 除染仮置場（３ヶ所）
除去土壌等の管理、中間貯蔵施設
等への輸送、原状回復

除去土壌等の管理、中間貯蔵施設
等への輸送、原状回復を実施した。

除去土壌等の管理、中間貯蔵施設
等への輸送、原状回復を実施する。

（帰還困難区域）
特定復興再生拠点区域内
の除染・廃棄物処理

国
計画に基づき、除染・廃棄
物処理を実施

計画に基づき、除染・廃棄物処理を
実施し、事後モニタリング、フォロー
アップ除染を実施する。

計画に基づき、除染・廃棄物処理を
実施し令和５年１月末時点で除染は
概ね実施済み。家屋等の解体の進
捗率（申請受付件数比）は約87％。

計画に基づき、除染・廃棄物処理を
実施する。

災害廃棄物処理

対策地域内廃棄物処理 国
（仮設焼却施設）
稼働中

可燃性廃棄物の焼却処理を実
施

可燃性廃棄物の焼却処理を実
施した。

可燃性廃棄物の焼却処理を実
施

復興拠点

（避難指示解除準備区域）
中野地区復興産業拠点整
備事業

双葉町
20件24社と立地協定を締結
し、
このうち15件で操業開始

・用地取得（継続）
・実施設計・造成工事（継続）

・用地取得（継続）
・実施設計・造成工事（継続）
・企業誘致
・供用開始

・用地取得（継続）
・実施設計・造成工事（継続）
・企業誘致
・供用開始

（帰還困難区域・拠点関連）
双葉駅西地区生活拠点等
整備事業（住宅団地等）

双葉町 住宅の一部入居開始

・用地取得
・建築工事（住宅整備）
・変更実施設計（造成工事）
・住宅への入居

・用地取得
・住宅建築工事
・基盤整備
・入居者募集
・住宅への入居

・用地取得
・住宅建築工事
・基盤整備
・入居者募集
・住宅への入居

現在休校中としており今後のあり方を
検討中。（住民の帰還状況、小中学校
の再開状況を考慮しながらあり方を検
討する。）

必要に応じて、除染のフォローアップを実施

平成３０年度に一部供用開始
令和２年度に第一期開発区域全域の
供用開始

令和２年３月一部供用開始（駅東西自
由通路、駅東道路）
令和４年１０月住宅一部供用開始

除去土壌等の管理、中間貯蔵施設等への輸送、原状回復

計画に基づく除染・廃棄物処理等

可燃物処理








